
平成２３年度決算に基づく県内市町村の健全化判断比率等（確定値）について

平成２４年１１月３０日
徳島県政策創造部

地域振興総局市町村課

「 」 、地方公共団体の財政の健全化に関する法律 第３条第４項及び第２２条第３項の規定により
県内市町村において算定された健全化判断比率・資金不足比率の概要を次のとおり公表します。

なお、今回公表する各比率の確定値と、平成２４年９月２８日付けで公表した各比率の速報値
との間に変更はありません。

■ 健全化判断比率の各指標において、早期健全化基準以上に該当する市町村はありません。

■ 資金不足比率（全９２会計）において、経営健全化基準以上に該当する会計は１会計で、
昨年度と同じ徳島市の徳島市立食肉センター事業特別会計です。

なお、上記会計については、平成２１年度に資金不足の解消を目的とした経営健全化計画
を策定しています。

１ 健全化判断比率（４指標）の状況【全２４市町村】

（１）実質赤字比率

本県市町村の状況 早期健全化基準 財政再生基準

全ての市町村で、該当ありません。 １１．２５～１５％ ２０％
（昨年度該当：小松島市（3.29％ ））

（２）連結実質赤字比率

本県市町村の状況 早期健全化基準 財政再生基準

全ての市町村で、該当ありません。 １６．２５～２０％ ３０％

（３）実質公債費比率
全ての市町村において、早期健全化基準を下回っています。
また、地方債の発行に許可を要する基準（１８％）についても、全ての市町村で下回って
います （昨年度該当：小松島市）。

本県市町村の状況 早期健全化基準 財政再生基準

・最 高 小松島市 １７．６％
・最 低 松茂町 ３．６％ ２５％ ３５％
・県平均 １０．３％（加重平均）

（４）将来負担比率
全ての市町村において、早期健全化基準を下回っています。

本県市町村の状況 早期健全化基準

・最 高 鳴門市 １２４．３％
・最 低 阿南市ほか１０町村 ０．０％ ３５０％
・県平均 ２９．１％（加重平均）

２ 資金不足比率の状況【２４市町村の全９２会計】
資金不足が生じており、経営健全化基準以上に該当している特別会計が１会計あります。
（昨年度、資金不足が生じていた小松島市自動車運送事業会計は、今年度解消された ）。

団体・特別会計名 資金不足比率・不足額 経営健全化基準

徳島市 徳島市立食肉センター事業特別会計 ３８３．３％ ２０％
３６７，０６３千円



記
（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ － 7.2 69.5
(　11.25 ) (　16.25 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 15.5 124.3

(　12.88 ) (　17.88 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 17.6 120.9

(　13.53 ) (　18.53 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 9.6 －

(　12.40 ) (　17.40 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 13.5 94.0

(　12.96 ) (　17.96 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 9.4 15.3

(　12.98 ) (　17.98 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 11.5 72.9

(　13.02 ) (　18.02 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 13.3 48.1

(　12.67 ) (　17.67 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 8.2 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 6.3 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 14.8 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 9.0 －

(　14.55 ) (　19.55 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 6.5 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 13.7 －

(　14.06 ) (　19.06 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 6.2 49.9

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 8.0 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 9.1 －

(　14.69 ) (　19.69 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 3.6 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 6.0 0.8

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 7.3 3.0

(　14.34 ) (　19.34 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 12.5 －

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 12.6 17.0

(　15.00 ) (　20.00 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 11.3 57.6

(　14.65 ) (　19.65 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 
－ － 14.1 36.2

(　14.68 ) (　19.68 ) (　25.0 ) (　350.0 ) 

備考

29.1(参考)加重平均 10.3

１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合は、
　「－」と表記しています。
２　括弧内には各市町村の早期健全化基準を表記しています。

佐那河内村

石井町

神山町

東みよし町

上板町

つるぎ町

藍住町

板野町

小松島市

阿波市

鳴門市

三好市

阿南市

那賀町

牟岐町

平成23年度決算に基づく県内市町村健全化判断比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成23年度決算について算定された市町村
の健全化判断比率は下記のとおりです。

　　　　 健全化判断比率

地方公共団体の名称

吉野川市

美馬市

上勝町

徳島市

勝浦町

北島町

美波町

海陽町

松茂町



記

地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率（％） 備　考

徳島市 徳島市立食肉センター事業特別会計 383.3 令第１７条第３号の規定により事業
の規模を算定

徳島市 徳島市下水道事業特別会計 -
徳島市 徳島市中央卸売市場事業会計 -
徳島市 徳島市商業観光施設事業会計 -
徳島市 徳島市土地造成事業会計 -
徳島市 徳島市水道事業会計 -
徳島市 徳島市営旅客自動車運送事業会計 -
徳島市 徳島市民病院事業会計 -
鳴門市 鳴門市水道事業会計 -
鳴門市 鳴門市運輸事業会計 -
鳴門市 鳴門市モーターボート競走事業会計 -
鳴門市 鳴門市公設地方卸売市場事業特別会計 -
鳴門市 鳴門市公共下水道事業特別会計 -
鳴門市 鳴門市産業団地開発事業特別会計 -

小松島市 水道事業会計 -
小松島市 自動車運送事業会計 -
小松島市 小松島市公共下水道事業特別会計 -
阿南市 阿南市水道事業会計 -
阿南市 公共下水道事業会計 -
阿南市 羽ノ浦農業集落排水事業会計 -

吉野川市 水道事業会計 -
吉野川市 吉野川市簡易水道事業特別会計 -
吉野川市 吉野川市公共下水道事業特別会計 -
吉野川市 吉野川市特定環境保全公共下水道事業特別会計 -
吉野川市 吉野川市農業集落排水事業特別会計 -
阿波市 水道事業会計 -
阿波市 伊沢谷簡易水道事業特別会計 -
阿波市 農業集落排水事業特別会計 -
阿波市 特定環境保全公共下水道事業特別会計 -
美馬市 美馬市水道事業会計 -
美馬市 美馬市公共下水道事業特別会計 -
美馬市 美馬市農業集落排水事業特別会計 -
美馬市 美馬市一の森ヒュッテ事業特別会計 -
美馬市 美馬市簡易水道事業特別会計 -

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成23年度決算について算定された
市町村等の公営企業の資金不足比率は下記のとおりです。

平成23年度決算に基づく県内市町村等公営企業会計の資金不足比率



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率 備　考

三好市 三好市水道事業会計 -
三好市 三好市国民健康保険市立三野病院特別会計 -
三好市 三好市簡易水道事業特別会計 -
三好市 三好市農業集落排水事業特別会計 -
三好市 三好市浄化槽事業特別会計 -
勝浦町 勝浦病院事業特別会計 -
勝浦町 勝浦町簡易水道事業特別会計 -
勝浦町 勝浦町農業集落排水事業特別会計 -
上勝町 東地区簡易水道事業特別会計 -
上勝町 西地区簡易水道事業特別会計 -
上勝町 いっきゅう地区簡易水道事業特別会計 -

佐那河内村 佐那河内村簡易水道特別会計 -
佐那河内村 佐那河内村農業集落排水事業特別会計 -

石井町 石井町水道事業会計 -
神山町 簡易水道事業特別会計 -
那賀町 那賀町工業用水道事業会計 -
那賀町 那賀町立上那賀病院事業会計 -
那賀町 那賀町簡易水道事業特別会計 -
那賀町 那賀町集落排水事業特別会計 -
牟岐町 牟岐町上水道事業会計 -
牟岐町 牟岐町出羽島簡易水道特別会計 -
美波町 美波町病院事業会計 -
美波町 美波町水道事業会計 -
美波町 美波町簡易水道事業特別会計 -
美波町 美波町公共下水道事業特別会計 -
美波町 美波町漁業集落排水事業特別会計 -
海陽町 海陽町上水道事業会計 -
海陽町 海陽町海南病院事業会計 -
海陽町 海陽町海部簡易水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町川西簡易水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町川上簡易水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町中里簡易水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町浅川公共下水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町海部公共下水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町宍喰公共下水道事業特別会計 -
海陽町 海陽町神野農業集落排水事業特別会計 -
海陽町 海陽町川西農業集落排水事業特別会計 -
海陽町 海陽町日比原農業集落排水事業特別会計 -
海陽町 海陽町漁業集落排水事業特別会計 -
松茂町 水道特別会計 -
松茂町 農業集落排水特別会計 -
松茂町 公共下水道特別会計 -



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率 備　考

北島町 北島町水道事業会計 -
北島町 北島町特別会計公共下水道事業 -
藍住町 水道事業会計 -
藍住町 下水道事業会計 -
板野町 板野町水道事業会計 -
板野町 板野町公共下水道事業特別会計 -
上板町 上板町水道事業会計 -
上板町 上板町農業集落排水事業特別会計 -
つるぎ町 水道事業会計 -
つるぎ町 病院事業会計 -
つるぎ町 簡易水道事業特別会計 -
つるぎ町 農業集落排水事業特別会計 -
つるぎ町 特定環境保全公共下水道事業特別会計 -
東みよし町 水道事業特別会計 -
東みよし町 簡易水道事業特別会計 -
東みよし町 公共下水道事業特別会計 -

備考
１　資金不足額がない場合は、資金不足比率欄に「－」と表記しています。
２　経営健全化基準は、すべて２０％です。



【参考 「健全化判断比率等」について】

１ 実質赤字比率・・・一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

一般会計等の実質赤字額
実質赤字比率＝

標準財政規模

※標準財政規模・・・地方公共団体の一般財源（地方税、地方譲与税、普通交付税等）の
標準規模

２ 連結実質赤字比率・・・全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模
に対する比率

連結実質赤字額
連結実質赤字比率＝

標準財政規模

３ 実質公債費比率・・・一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に
対する比率

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）
実質公債費比率 －（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

＝
（ ） （ ）３カ年平均 標準財政規模－ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

※準元利償還金とは、
・一般会計等から特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充てたもの
・一部事務組合等が起こした地方債の償還に充てたもの
・債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準ずるもの
・一時借入金の利子 等の合計額

４ 将来負担比率・・・一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
将来負担比率＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※将来負担額とは、
・一般会計等の地方債現在高
・債務負担行為に基づく支出予定額
・公営事業（企業）会計に係る地方債の償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
・組合等が起こした地方債の償還に係る負担等見込額
・退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 等の合計額

５ 資金不足比率・・・公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

資金の不足額
資金不足比率＝

事業の規模

※事業の規模
法適用 ＝営業収益の額－受託工事収益の額
法非適用＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額
＊指定管理者制度（利用料金制）の公営企業の場合、営業収益額にかかる特例あり


